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「診療報酬請求書等の記載要領等について」の一部改正について 

 

 

 「健康保険法施行令等の一部を改正する政令」（令和８年政令第 240 号）が公布さ

れ、令和８年８月１日から施行されるところである。 

 これに伴い、「診療報酬請求書等の記載要領等について」（昭和 51 年８月７日保険

発第 82 号。以下「記載要領通知」という。）の一部を別紙のとおり改正し、令和８年

８月１日から適用することとする。 

 なお、記載要領通知の主な改正内容等は下記のとおりであるので、その取扱いに遺

漏のないよう、関係者に周知徹底を図られたい。 

 

 

記 

 

 

１ 記載要領通知の主な改正内容 

  高額療養費制度の見直し（令和８年８月施行分）により、70 歳以上の低所得者Ⅱ

区分の者に係る高額療養費の多数回該当（24,600 円）が設定されることに伴い、難

病の患者に対する医療等に関する法律（平成 26 年法律第 50 号）による特定医療又

は特定疾患治療研究事業に係る公費負担医療において、自院における高額療養費の

支給が直近 12 か月間において４月目以上である場合は、特記事項欄に「35 多オ」

を記載すること。 



 

２ その他 

  令和９年８月１日施行の高額療養費制度の見直しにおいても、所得区分の細分化

等に伴い、記載要領通知の一部を改正する予定としていること。 

   



 

がん・重度肝硬変治療研究促進事業参加 証が提示された場合で

あって、特定疾病給付対象療養高額療養費多数回該当の場合（小

児慢性特定疾病医療支援を除く。）には、「特記事項」欄に「多カ」

と記載すること。 

 

 

マ 後期高齢 医療において「課税得者 28 万円未満（「所得者 の

世帯」を除く。）若しくは課税得者 28 万円以上 145 万円未満で年

金収入とその他の合計得者金額が単身世帯で 200 万円未満（後期

高齢 が２人以上の世帯の場合は 320 万円未満）」の後期高齢 医

療資格確認書（一部負担金の割合（１割））かつ特定医療費受給 

証、特定疾患医療受給 証若しくは肝がん・重度肝硬変治療研究

促進事業参加 証が提示又は後期高齢 医療資格確認書情報が提

供かつ特定医療費受給 証、特定疾患医療受給 証若しくは肝が

ん・重度肝硬変治療研究促進事業参加 証が提示された場合であ

って、特定疾病給付対象療養高額療養費多数回該当の場合（小児

慢性特定疾病医療支援を除く。）には、「特記事項」欄に「多キ」と

記載すること。 

 

 

Ⅲ 歯科診療に係る診療報酬請求書及び診療報酬明細書の記載要領 

 第３ 診療報酬明細書の記載要領（様式第３） 

  ２ 診療報酬明細書の記載要領に関する事項 

 

(37) その他 

る特定医療費受給 証、特定疾患医療受給 証若しくは肝がん・

重度肝硬変治療研究促進事業参加 証が提示された場合であっ

て、特定疾病給付対象療養高額療養費多数回該当の場合（小児慢

性特定疾病医療支援を除く。）には、「特記事項」欄に「多カ」と記

載すること。 

 

マ 後期高齢 医療において「課税得者 28 万円未満（「所得者 の

世帯」を除く。）若しくは課税得者 28 万円以上 145 万円未満で年

金収入とその他の合計得者金額が単身世帯で 200 万円未満（後期

高齢 が２人以上の世帯の場合は 320 万円未満）」の後期高齢 医

療資格確認書（一部負担金の割合（１割））かつ適用区分（Ⅲ）の

記載のある特定医療費受給 証、特定疾患医療受給 証若しくは

肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業参加 証が提示又は後期高

齢 医療資格確認書情報が提供かつ適用区分（Ⅲ）の記載のある

特定医療費受給 証、特定疾患医療受給 証若しくは肝がん・重

度肝硬変治療研究促進事業参加 証が提示された場合であって、

特定疾病給付対象療養高額療養費多数回該当の場合（小児慢性特

定疾病医療支援を除く。）には、「特記事項」欄に「多キ」と記載す

ること。 

 

Ⅲ 歯科診療に係る診療報酬請求書及び診療報酬明細書の記載要領 

 第３ 診療報酬明細書の記載要領（様式第３） 

  ２ 診療報酬明細書の記載要領に関する事項 

 

(37) その他 



 

ア「～「チ （略） 

  ツ 70 歳未満の場合であって、「所得者 の世帯」の限度額適用認定

証若しくは限度額適用・標準負担額減額認定証（適用区分が（オ）

であるもの）が提示若しくは限度額適用認定証情報若しくは限度

額適用・標準負担額減額認定証情報が提供された場合又は「所得

者 の世帯」の特定医療費受給 証、特定疾患医療受給 証、小児

慢性特定疾病医療受給 証若しくは肝がん・重度肝硬変治療研究

促進事業参加 証（適用区分が（オ）であるもの）が提示された場

合（特定疾病給付対象療養高額療養費多数回該当の場合を除く。）、

又は 70 歳以上の場合であって、「所得者 の世帯」の限度額適用

認定証又は限度額適用・標準負担額減額認定証（適用区分が（Ⅰ又

はⅡ））が提示若しくは限度額適用認定証情報若しくは限度額適

用・標準負担額減額認定証情報が提供された場合又は「所得者 

の世帯」の適用区分（Ⅰ又はⅡ）の記載のある特定医療費受給 

証、特定疾患医療受給 証若しくは肝がん・重度肝硬変治療研究

促進事業参加 証が提示された場合（特定疾病給付対象療養高額

療養費多数回該当の場合（小児慢性特定疾病医療支援を除く。）を

除く。）には、「特記事項」欄に「区オ」と記載すること。 

 

テ 70 歳未満で「「標準報酬月額 83万円以上（国民健康保険にあって

は、旧ただし書き得者 901 万円超）の世帯」の限度額適用認定証

（適用区分「（ア））が提示又は限度額適用認定証情報が提供された

場合であって、かつ、特定医療費受給 証、特定疾患医療受給 証

又は小児慢性特定疾病医療受給 証が提示された場合、又は適用

区分（ア）の記載のある特定医療費受給 証、特定疾患医療受給 

ア「～「チ （略） 

  ツ 70 歳未満の場合であって、「所得者 の世帯」の限度額適用認定

証若しくは限度額適用・標準負担額減額認定証（適用区分が（オ）

であるもの）が提示若しくは限度額適用認定証情報若しくは限度

額適用・標準負担額減額認定証情報が提供された場合又は「所得

者 の世帯」の特定医療費受給 証、特定疾患医療受給 証、小児

慢性特定疾病医療受給 証若しくは肝がん・重度肝硬変治療研究

促進事業参加 証（適用区分が（オ）であるもの）が提示された場

合（特定疾病給付対象療養高額療養費多数回該当の場合を除く。）、

又は 70 歳以上の場合であって、「所得者 の世帯」の限度額適用

認定証又は限度額適用・標準負担額減額認定証（適用区分が（Ⅰ又

はⅡ））が提示若しくは限度額適用認定証情報若しくは限度額適

用・標準負担額減額認定証情報が提供された場合又は「所得者 

の世帯」の適用区分（Ⅰ又はⅡ）の記載のある特定医療費受給 

証、特定疾患医療受給 証若しくは肝がん・重度肝硬変治療研究

促進事業参加 証が提示された場合には、「特記事項」欄に「区オ」

と記載すること。 

 

 

テ 70 歳未満において「「標準報酬月額 83 万円以上（国民健康保険に

あっては、旧ただし書き得者 901 万円超）の世帯」の適用区分の

記載のある特定医療費受給 証、特定疾患医療受給 証又は小児

慢性特定疾病医療受給 証が提示された場合であって、特定疾病

給付対象療養高額療養費多数回該当の場合、又は 70 歳以上におい

て「標準報酬月額 83万円以上（国民健康保険及び後期高齢 医療



 

証又は小児慢性特定疾病医療受給 証が提示された場合におい

て、特定疾病給付対象療養高額療養費多数回該当の場合、又は 70

歳以上で「「標準報酬月額 83 万円以上（国民健康保険及び後期高齢

 医療にあっては、課税得者 690 万円以上）の世帯」の高齢受給

 証若しくは後期高齢 医療資格確認書（一部負担金の割合（３

割））が提示又は高齢受給 証情報若しくは後期高齢 医療資格確

認書情報が提供された場合であって、かつ、特定医療費受給 証

又は特定疾患医療受給 証が提示された場合、又は適用区分（Ⅵ）

の記載のある特定医療費受給 証又は特定疾患医療受給 証が提

示された場合において、特定疾病給付対象療養高額療養費多数回

該当の場合（小児慢性特定疾病医療支援を除く。）には、「特記事

項」欄に「多ア」と記載すること。 

 

ト 70 歳未満で「標準報酬月額 53 万～79 万円（国民健康保険にあ

っては、旧ただし書き得者 600 万円超～901 万円以下）の世帯」の

限度額適用認定証（適用区分「（イ））が提示又は限度額適用認定証

情報が提供された場合であって、かつ、特定医療費受給 証、特定

疾患医療受給 証又は小児慢性特定疾病医療受給 証が提示され

た場合、又は適用区分（イ）の記載のある特定医療費受給 証、特

定疾患医療受給 証又は小児慢性特定疾病医療受給 証が提示さ

れた場合において、特定疾病給付対象療養高額療養費多数回該当

の場合、又は 70 歳以上で「標準報酬月額 53 万～79 万円（国民健

康保険及び後期高齢 医療にあっては、課税得者 380 万円以上）

の世帯」の限度額適用認定証（適用区分が（現役並みⅡ又は現役

Ⅱ））が提示又は限度額適用認定証情報が提供された場合であっ

にあっては、課税得者 690 万円以上）の世帯」の適用区分（Ⅵ）の

記載のある特定医療費受給 証又は特定疾患医療受給 証が提示

された場合であって、特定疾病給付対象療養高額療養費多数回該

当の場合（小児慢性特定疾病医療支援を除く。）には、「特記事項」

欄に「多ア」と記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ト 70 歳未満において「標準報酬月額 53 万～79 万円（国民健康保

険にあっては、旧ただし書き得者 600 万円超～901 万円以下）の世

帯」の適用区分の記載のある特定医療費受給 証、特定疾患医療

受給 証又は小児慢性特定疾病医療受給 証が提示された場合で

あって、特定疾病給付対象療養高額療養費多数回該当の場合、又

は 70 歳以上において「標準報酬月額 53 万～79 万円（国民健康保

険及び後期高齢 医療にあっては、課税得者 380 万円以上）の世

帯」の適用区分（Ⅴ）の記載のある特定医療費受給 証又は特定疾

患医療受給 証が提示された場合であって、特定疾病給付対象療

養高額療養費多数回該当の場合（小児慢性特定疾病医療支援を除

く。）には、「特記事項」欄に「多イ」と記載すること。 

 



 

て、かつ、特定医療費受給 証又は特定疾患医療受給 証が提示

された場合、又は適用区分（Ⅴ）の記載のある特定医療費受給 証

又は特定疾患医療受給 証が提示された場合において、特定疾病

給付対象療養高額療養費多数回該当の場合（小児慢性特定疾病医

療支援を除く。）には、「特記事項」欄に「多イ」と記載すること。 

 

ナ 70 歳未満で「標準報酬月額 28 万～50 万円（国民健康保険にあ

っては、旧ただし書き得者 210 万円超～600 万円以下）の世帯」の

限度額適用認定証（適用区分「（ウ））が提示又は限度額適用認定証

情報が提供された場合であって、かつ、特定医療費受給 証、特定

疾患医療受給 証又は小児慢性特定疾病医療受給 証が提示され

た場合、又は適用区分（ウ）の記載のある特定医療費受給 証、特

定疾患医療受給 証又は小児慢性特定疾病医療受給 証が提示さ

れた場合において、特定疾病給付対象療養高額療養費多数回該当

の場合、又は 70 歳以上で「標準報酬月額 28 万～50 万円（国民健

康保険及び後期高齢 医療にあっては、課税得者 145 万円以上）

の世帯」の限度額適用認定証（適用区分が（現役並みⅠ又は現役

Ⅰ））が提示又は限度額適用認定証情報が提供された場合であっ

て、かつ、特定医療費受給 証又は特定疾患医療受給 証が提示

された場合、又は適用区分（Ⅳ）の記載のある特定医療費受給 証

又は特定疾患医療受給 証が提示された場合において、特定疾病

給付対象療養高額療養費多数回該当の場合（小児慢性特定疾病医

療支援を除く。）には、「特記事項」欄に「多ウ」と記載すること。 

 

ニ 70 歳未満で「「標準報酬月額 26万円以下（国民健康保険にあって

 

 

 

 

 

 

ナ 70 歳未満において「標準報酬月額 28 万～50 万円（国民健康保

険にあっては、旧ただし書き得者 210 万円超～600 万円以下）の世

帯」の適用区分の記載のある特定医療費受給 証、特定疾患医療

受給 証又は小児慢性特定疾病医療受給 証が提示された場合で

あって、特定疾病給付対象療養高額療養費多数回該当の場合、又

は 70 歳以上において「標準報酬月額 28 万～50 万円（国民健康保

険及び後期高齢 医療にあっては、課税得者 145 万円以上）の世

帯」の適用区分（Ⅳ）の記載のある特定医療費受給 証又は特定疾

患医療受給 証が提示された場合であって、特定疾病給付対象療

養高額療養費多数回該当の場合（小児慢性特定疾病医療支援を除

く。）には、「特記事項」欄に「多ウ」と記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

ニ 70 歳未満において「「標準報酬月額 26 万円以下（国民健康保険に



 

は、旧ただし書き得者 210 万円以下）の世帯」の限度額適用認定

証（適用区分「（エ））が提示又は限度額適用認定証情報が提供され

た場合であって、かつ、特定医療費受給 証、特定疾患医療受給 

証、小児慢性特定疾病医療受給 証又は肝がん・重度肝硬変治療

研究促進事業参加 証が提示された場合、又は適用区分（エ）の記

載のある特定医療費受給 証、特定疾患医療受給 証、小児慢性

特定疾病医療受給 証又は肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業

参加 証が提示された場合において、特定疾病給付対象療養高額

療養費多数回該当の場合、又は 70 歳以上で「標準報酬月額 26 万

円以下（国民健康保険にあっては課税得者 145 万円未満）の世帯」

の高齢受給 証（一部負担金の割合（２割））が提示又は高齢受給

 証情報が提供された場合であって、特定医療費受給 証、特定

疾患医療受給 証又は肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業参加

 証が提示された場合、又は適用区分（Ⅲ）の記載のある特定医療

費受給 証、特定疾患医療受給 証又は肝がん・重度肝硬変治療

研究促進事業参加 証が提示された場合において、特定疾病給付

対象療養高額療養費多数回該当の場合（小児慢性特定疾病医療支

援を除く。）には、「特記事項」欄に「多エ」と記載すること。 

 

ヌ 70 歳未満で「所得者 の世帯」の限度額適用認定証若しくは限

度額適用・標準負担額減額認定証（適用区分「（オ））が提示又は限

度額適用認定証情報若しくは限度額適用・標準負担額減額認定証

情報が提供された場合であって、かつ、特定医療費受給 証、特定

疾患医療受給 証、小児慢性特定疾病医療受給 証又は肝がん・

重度肝硬変治療研究促進事業参加 証が提示された場合、又は適

あっては、旧ただし書き得者 210 万円以下）の世帯」の適用区分

の記載のある特定医療費受給 証、特定疾患医療受給 証、小児

慢性特定疾病医療受給 証又は肝がん・重度肝硬変治療研究促進

事業参加 証が提示された場合であって、特定疾病給付対象療養

高額療養費多数回該当の場合、又は 70 歳以上において「「標準報酬

月額 26 万円以下（国民健康保険にあっては課税得者 145 万円未

満）の世帯」の適用区分（Ⅲ）の記載のある特定医療費受給 証、

特定疾患医療受給 証又は肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業

参加 証が提示された場合であって、特定疾病給付対象療養高額

療養費多数回該当の場合（小児慢性特定疾病医療支援を除く。）に

は、「特記事項」欄に「多エ」と記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

ヌ 70 歳未満において「所得者 の世帯」の適用区分の記載のある

特定医療費受給 証、特定疾患医療受給 証、小児慢性特定疾病

医療受給 証又は肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業参加 証

が提示された場合であって、特定疾病給付対象療養高額療養費多

数回該当の場合には、「特記事項」欄に「多オ」と記載すること。 

 



 

用区分（オ）の記載のある特定医療費受給 証、特定疾患医療受給

 証、小児慢性特定疾病医療受給 証又は肝がん・重度肝硬変治

療研究促進事業参加 証が提示された場合において、特定疾病給

付対象療養高額療養費多数回該当の場合、又は 70歳以上で「所得

者 の世帯」の限度額適用認定証若しくは限度額適用・標準負担

額減額認定証（適用区分が（Ⅱ））が提示又は限度額適用認定証情

報若しくは限度額適用・標準負担額減額認定証情報が提供された

場合であって、かつ、特定医療費受給 証、特定疾患医療受給 証

又は肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業参加 証が提示された

場合、又は適用区分（Ⅱ）の記載のある特定医療費受給 証、特定

疾患医療受給 証又は肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業参加

 証が提示された場合において、特定疾病給付対象療養高額療養

費多数回該当の場合（小児慢性特定疾病医療支援を除く。）には、

「特記事項」欄に「多オ」と記載すること。 

 

ネ「～「ノ （略） 

 

ハ 後期高齢 医療において「課税得者 28 万円以上 145 万円未満で

年金収入とその他の合計得者金額が単身世帯で 200 万円以上（後

期高齢 が２人以上の世帯の場合は 320 万円以上）」の後期高齢 

医療資格確認書（一部負担金の割合（２割））かつ特定医療費受給

 証、特定疾患医療受給 証若しくは肝がん・重度肝硬変治療研

究促進事業参加 証が提示又は後期高齢 医療資格確認書情報が

提供かつ特定医療費受給 証、特定疾患医療受給 証若しくは肝

がん・重度肝硬変治療研究促進事業参加 証が提示された場合で

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ネ「～「ノ （略） 

 

ハ 後期高齢 医療において「課税得者 28 万円以上 145 万円未満で

年金収入とその他の合計得者金額が単身世帯で 200 万円以上（後

期高齢 が２人以上の世帯の場合は 320 万円以上）」の後期高齢 

医療資格確認書（一部負担金の割合（２割））かつ適用区分（Ⅲ）

の記載のある特定医療費受給 証、特定疾患医療受給 証若しく

は肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業参加 証が提示又は後期

高齢 医療資格確認書情報が提供かつ適用区分（Ⅲ）の記載のあ

る特定医療費受給 証、特定疾患医療受給 証若しくは肝がん・



 

あって、特定疾病給付対象療養高額療養費多数回該当の場合（小

児慢性特定疾病医療支援を除く。）には、「特記事項」欄に「多カ」

と記載すること。 

 

 

ヒ 後期高齢 医療において「課税得者 28 万円未満（「所得者 の

世帯」を除く。）若しくは課税得者 28 万円以上 145 万円未満で年

金収入とその他の合計得者金額が単身世帯で 200 万円未満（後期

高齢 が２人以上の世帯の場合は 320 万円未満）」の後期高齢 医

療資格確認書（一部負担金の割合（１割））かつ特定医療費受給 

証、特定疾患医療受給 証若しくは肝がん・重度肝硬変治療研究

促進事業参加 証が提示又は後期高齢 医療資格確認書情報が提

供かつ特定医療費受給 証、特定疾患医療受給 証若しくは肝が

ん・重度肝硬変治療研究促進事業参加 証が提示された場合であ

って、特定疾病給付対象療養高額療養費多数回該当の場合（小児

慢性特定疾病医療支援を除く。）には、「特記事項」欄に「多キ」と

記載すること。 

 

 

Ⅳ 調剤報酬請求書及び調剤報酬明細書に関する事項 

 第２ 調剤報酬明細書の記載要領（様式第５） 

  ２ 調剤報酬明細書に関する事項 

(30) その他 

  ア「～「コ （略） 

サ 70 歳未満の場合であって、「所得者 の世帯」の限度額適用認定

重度肝硬変治療研究促進事業参加 証が提示された場合であっ

て、特定疾病給付対象療養高額療養費多数回該当の場合（小児慢

性特定疾病医療支援を除く。）には、「特記事項」欄に「多カ」と記

載すること。 

 

ヒ 後期高齢 医療において「課税得者 28 万円未満（「所得者 の

世帯」を除く。）若しくは課税得者 28 万円以上 145 万円未満で年

金収入とその他の合計得者金額が単身世帯で 200 万円未満（後期

高齢 が２人以上の世帯の場合は 320 万円未満）」の後期高齢 医

療資格確認書（一部負担金の割合（１割））かつ適用区分（Ⅲ）の

記載のある特定医療費受給 証、特定疾患医療受給 証若しくは

肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業参加 証が提示又は後期高

齢 医療資格確認書情報が提供かつ適用区分（Ⅲ）の記載のある

特定医療費受給 証、特定疾患医療受給 証若しくは肝がん・重

度肝硬変治療研究促進事業参加 証が提示された場合であって、

特定疾病給付対象療養高額療養費多数回該当の場合（小児慢性特

定疾病医療支援を除く。）には、「特記事項」欄に「多キ」と記載す

ること。 

 

Ⅳ 調剤報酬請求書及び調剤報酬明細書に関する事項 

 第２ 調剤報酬明細書の記載要領（様式第５） 

  ２ 調剤報酬明細書に関する事項 

(30) その他 

  ア「～「コ （略） 

サ 70 歳未満の場合であって、「所得者 の世帯」の限度額適用認定


